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はじめに　
本稿は、２０１８年１２月１５日に開催された、武蔵野大学大学院法学研究科ビジネス法務専攻修士課程開
設記念シンポジウム『ビジネス法務の未来を語る』において、筆者の担当セクションで述べた内容を、時間の関係で省略した部分も補充して、論考の形に整えたものである。一
　
エンターテイメント・ビジネスとは
　
エンターテイメント（以下、本稿において「エンタメ」との略称を用いる）の対象は、小説、映画、音楽、
芝居、放送番組（バラエティ、クイズ番組、情報番組等） 、ゲーム、アプリ、さらに、広くはスポーツや
eスポー
ツを含めた人々を楽しませるコンテンツである。人はこれらのコンテンツに触れる（観 ・聞く）ことで感動
水
　
戸
　
重
　
之
「エンタメ
×ビジネス
×法務」
　
－ エンターテイメント法の現在と課題、そして今後の展望
－
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その他の様々な感情を得ることを求めて、対価を支払う。エンタメ・ビジネスは「感動・感情ビジネス」ということができる。映画・アニメ・
T
V番組・音楽・ゲーム等の国内コンテンツ市場規模は約
12兆円とも言われ
る
（1
（
 、一大産業分野である。
　
医療分野に研究（基礎研究と応用研究）と臨床医学があるように、法務においても研究と実務に分けること
ができる。ここでは、エンタメ・ビジネス法務において筆者が弁護士として関与した例を中心に紹介し、現状とこれからの課題について述べて、エンタメ法務の研究の一助となることを期待したいと思う。二
　
エンターテイメント法の領域
　
法務の実務は、大きく分けて、
(A)民事案件と
（B）刑事案件がある、このうち民事案件についてみれば、契約実
務と紛争案件がある。契約実務には、契約 う当事者の合意 形成するため 交渉、その成果である合意文書である契約書の作成、作成後の履行、履行における解釈、以上のプロセスすべてにおいて、契約交渉、成立、履行や解釈をめぐる紛争発生の可能性があり それぞれの段階において、法務担当者や弁護士が関与する場面がある。紛争案件については、上記の契約をめぐる紛争のほか、契約関係にない当事者間の紛争である不法行為事案がある。　
エンタメ・ビジネス法務における
1、
2の例を挙げる。
１．エンタメ・ビジネス契約案件の例　
エンタメ・ビジネスの契約案件の例として、映画製作をめぐる契約関係を紹介する。映画に関する要素（著
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作権法的にいえば「著作物」や「実演」等）としては、原作（小説） 、脚本、演出、実演、制作、楽曲（曲・歌詞） 、その実演（演奏、 歌唱） 、 その記録物としてのレコード（原盤）などが存在する。これらを人（著 者、 実演家等）に着目して列記すれば、原作者 脚本家、演出家（監督） 、出演者、プロデューサー 撮影監督、音楽監督 作曲家・作詞家、 奏者、歌唱者、レコード製作者、映画制作会社等 多数の関係者が登場し その当事者間の関係すべてについ 利用許諾 権利譲渡等の契約関係が発生する。そこには民法、商法等における契約法、知的財産法とし の著作権法や商標法 更には独占禁止法等の経済法や、労働法分野も関連する。２．エンタメ・ビジネス契約案件の例　
次にエンタメ・ビジネスの紛争案件について紹介する。
2
0
1
2年、 吉本興業（株）とその子会社である（株）
よしもとクリ イティブ・エージェンシー他１社（被告ら）が発売した菓子「面白い恋人」が、 石屋製菓（株） （原告）が発売する菓子「白い恋人」の商標権を侵害し不正競争防止法違反にあ る 、原告が販売差止と損害賠償の支払いを求めて被告らを訴え
た
（2
（
 。結論としては、
2
0
1
3年
2月に札幌地裁において和解が成立し
て終了した。その和解内容は、権利侵害そ 他違法性の認定や謝罪文言なし、損害賠償なし、わずかなデザイン変更による販売継続（ただし、 販売地域に制限あり）を内容とするものであった。その審理の過程でパロディ商品の是非をめぐり
＜パロディはどこまで許されるか
＞が議論された他、
N
H
Kの「クローズアップ現代」で
本件を含めて
＜パロディとは何か
＞
＜笑いとは何か
＞をテーマとして特集されるなど世間の耳目を集めた。
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三
　
エンターテイメント法の最近のトピック
１．芸能人と芸能事務所との間の専属契約を巡る事件　
芸能人（タレント、俳優等）とその所属芸能事務所（プロダクション。以下「所属事務所」という）との間
には芸能人はその所属事務所を通じてのみ放送番組や広告等への出演契約をおこなうこと等を内容とする専属契約が存在する（以下「専属契約」という） 。この専属契約の解消や所属事務所の移籍をめぐり、ときおり紛争が発生する。その１例を紹介すると、タレント 小倉優子氏（原告）が旧所属事務所（被告） の専属契約について、所属事務所 社長が脱税 件で有罪判決を受けたこと等の事情により契約の基礎と る信頼関係が破壊されたとして契約の終了を認めた事案がある
（3
（
。
２．フリーランス、芸能人及びスポーツ選手の契約への公正取引委員会の関心　
公正取引委員会は、その競争政策研究セン ーにおいて、人材 競争政策に関する検討会を２０１７年より
開催し、 ０１８年２月１５日付で「人材と競争政策に関する検討会」報告書（以下「本報告書」という）公表し
た
（4
（
。芸能人の専属契約の解消や所属事務所の移籍に関するいくつかの紛争事件も検討会開催の契機の一
つであったと思われる。従前は、公正取引委員会は労働法分野 は立ち入らないとされていたが、本報告書においては、フリーランス、芸能人、及びスポーツ選手の 材獲得市場における競争政策という観点から、これらが同委員会の関心事となることが明確にされた。
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四
　
これからのエンターテイメント法の課題
　
これからのエンターテイメント法の課題として、次の４つを挙げておきたい。①ネットワーク＆グローバル、
②「誰でもクリエイタ」 、 「自分メディア」の時代への対応、③知財戦略、及び④資金調達とスキーム論、の４つである。これらを詳論する余裕はないが、以下、簡単に筆者の問題意識を簡単に述べる。１．ネットワーク＆グローバル　
現代がインターネットやソーシャル・ネットワーキング・サービス（
S
N
S）により、時間と距離を超えて
世界が一つにつながるようになった。その中で エンターテイメント・ビジネスはいかにあるべきかという視点である。感動・感情ビジネスという観点から人類共通のコン ンツになりうる面と、すべてのエンターテイメントはそれぞれの地域の歴史、 文化を背景に成立していることから、 地域性（ローカル）という特徴を有すこれは法務の観点からも注意を要す といえる。例えば、笑い 世界中の人々を楽しませる可能性が 一方笑いの本質として価値低下があげられるが、そ が笑いとして成立するためにはある地域におけるある価値観が前提となる。ある文化においてはおかしみやユーモアとして受け入れられる表現が、ある文化においては侮辱や宗教的なタブーにあたる可能性があるの２． 「誰でもクリエイタ」 、 「自分メディア」 時代への対応　
ネットワーク社会は、誰でもクリエイタ（創作者、表現者）になりうる世界を生み出し、かつ、
S
N
Sの発
達により自分がメディア（の一部）を保有し不特定多数の人に情報、コンテンツを発信 きる環境（いわゆる
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「自分メディア」 ）を出現させた。かつては、プロフェッショナルなクリエイタ、アーティスト、エンターテイナーらがコンテンツを生み出し、あるいはパフォーマンスを行い、それを新聞、雑誌、放送局といった巨大メディアのみ 人々に伝達していた状況が一変しつつある。プロフェッショナルとアマチュアの垣根は低くなった。その記録及び送信がデジタルデータで ことから、他人のコンテンツを容易に複製、転送、改変することが可能になっている。かつ、
T
w
itter 、
F
acebook 、
Instagram
、
Y
ouT
ube
等のサービスを利用して、個人が
自分メディアを容易に持てる時代が来た。このような環境変化に果たして法律はついていっているであろうか。３．知財戦略　
以上の状況は、知的財産戦略（以下「知財戦略」 ）をますます重要なものとしている。なぜなら、複製、改変、
伝達が一般人によっても可能になったということは、知的財産権が侵害される機会が飛躍的に増えるからである。他方、知的財産権にかかわる者は、その限界も知っておく必要がある。時 して知的財産権 保有していれば万能であるかのような誤解をされることがあ が、 的財産権もあらゆ 権利 同様 限界がある。権利化さ た特許権や商標権が無効取消と判断されたり、保護範囲外であるとして求めた保護を受けられないこともある。著作権は何らの登録手続きを経ずに創作 みによって取得できる 利である 、その分、その創作性や保護範囲の限界については困難な問題 はらんでいる。４．資金調達とスキーム論　
例えば映画製作には、前述の通り多数の関係者が関係し、それぞれの作業に費用や報酬が発生することから、
それらの総体である製作費は多額にわたることが多い。原作使用料、脚本料、監督料、出演者報酬、音楽著作
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権使用料、音源使用料、撮影に必要な場所（スタジオ、ロケ地）に要する費用（賃料、移動費、宿泊費、食費等） 、編集費などである。さらに配給に当たってはヒット作品とするための多額の宣伝広告費を要する。誰でもクリエイタ、自分メディアの時代とはいえ、少なくとも劇場公開映画を念頭にいえば、現在でも多額の資金が必要である。それを映画制作会社１社で賄うことは容易ではない。映画のヒット よりその資金回収が確実であればまだしも、映画のヒットの可能性は計画通り なら いことも多いからである。その資金調達及びリスク分散のために資金調達の工夫がなされてきたが（たとえば邦画における「製作委員会方式」な
ど
（5
（
） 、現在の金融
商品取引法におけ 投資規制は大規模なファイナンス案件を前提とする のであり、製作委員会方式以外の映画ファンドはハードルが高く、使い勝手 良いものではないとの声も映画界からは聞く。日本初のコンテンツを世界に届けようという「クールジャパン戦略」という政策実現の観点からは、法令改正も含めた規制緩和が求められているので な だろうか。五
　
エンターテイメント・ビジネス法務に必要な視点
　
最後に、ビジネス法務としてのエンタメ法に必要な視点として、①交渉論、②マーケティング思考、及び③
ソフトロー研究を挙げておきたい。これは筆者がわが国の法学教育におい 十分なされてい いの かと愚考する分野でもある。１．交渉論　
交渉とは、合意形成の過程である。法律の動的な側面が立法活動とすれば、交渉とは契約の動的な側面であ
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る。すでに成立した法律や契約の解釈が重要であることは言うまでもないが、それが成立するまでの過程である立法活動や契約交渉は、それらと同等、いやそれ以上の重要性をもつことは容易に理解できるであろう。にもかかわらず、わが国の法学教育においては 立法学と交渉学に関する研究や教育 十分に行われてきたとは言いがたい。ビジネス法務において、 問題にな ようでは、 それはすでに紛争状態に入っているか、入りかけてい 状況にほかならない。ビジネスの円滑な進行に資することがビジネス法務の重要な役割とすれば、それでは遅 のである。ビジネスの設計図である契約を締結するまでの過程について十分に研究するこが重要であることは論を待たない。　
学問としての交渉学は、ハーバート大学交渉学研究所における研究をもって嚆矢とす
る
（6
（
。交渉実務を行う弁
護士はもとより企業の法務担当者や営業の前線にいるビジネスパーソンによっても学び実践トレーニングを積む必要のある分野である。２．マーケティング思考　
あらゆるビジネスにおいてマーケティングの必要性は認識されているといえよう。エンタメ法においてもビ
ジネス法務を志向する以上、マーケティング的な思考が要請される。法曹実務家は、ビジネスパーソンが学んでいる競争戦略や 理論について知り、それを法務実務に活かす努力を怠ってはならない
（7
（
。
３．ソフトロー研究　
立法され成文化された法律を「ハードロー」というのに対して、立法されていないが、社会の中 あって尊
重されているようなル ルを「ソフトロー」という。ソフトロー違反に対す 制裁は刑罰や損害賠償という法
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的に制度化されたものではなく、コミュニティその他の団体からの排除等の形をとる（単なる倫理的な非難の形をとる場合もある） 。民主主義社会におけるその是非は当然議論すべきテーマではあ が、好むと好まざるとにかかわらず、そのようなルール、規範が厳然として存在することを知りその存在理由を考察し、その効用と危険性を認識することが、まず重要である。ソフトローには、成文化されたもの（証券取引所規則や会計基準等）と成文化されていないもの（いわゆる「書かれざるル ル」
) が存在する。エンタメ法の対象となる芸
能界やスポーツ界は後者の書かれざるルー が多い分野ということができよう。野球を例にとれば、米国のメジャーリーグにはいくつもの書かれざ ルールが存在する
（8
（
。例えば、 「大差で勝っている試合では打者はスリー
ボールのあとにフルスイングしてはならない」 。その理由は 負けているチームの投手はフォアボールを避けるためにストライクを取りに来ることがわ っていてホームランを狙っ フルスイングする行為は、死者に鞭打つ行為でありスポーツマンシップに反する、という説明がなされることがある。それは一面の真理ではあるが、その根底にはよりプラグ ティ ク（功利主義的）な思考 存在す 。プロフェッショナルである選手たちにとって、試合は興行というビジネスであり、 でに勝敗 決した試合は早く終わらせ こと 勝者側にも敗者側 もメリットがある。なぜなら彼らの仕事は肉体を酷使す ものであり翌日も翌々日も試合 続くからである。いわば ジャーリーグの書かれざるルール 、戦う者同士 安全保障条約ということができよう。このような書かれざるルールを始めとするソフトロ は、エンタメ業界のみなら 、 らゆ 社会において厳然と存在する。その存在意義を研究し、そ 功罪を知り、そのより良い活用を考えることは、ビジネス法務の発展に意義 あ ことであろう。
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　「コンテンツ産業政策について」経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課。デジタル・コンテンツ協会「デジタル白書」 （
2
0
1
7） 。なお、経済産業省は、 「コンテンツ産業」を「映画、アニメ、ゲーム、書籍、音楽等の制作・流通を
担う産業の総称。 」としており（同省
H
P） 、本稿におけるエンターテイメント産業と同義と解してよいであろう。
　
筆者は被告ら訴訟代理人を務めた。
　
東京高判平
29・
1・
25判時
2
3
5
5。筆者は原告訴訟代理人を務めた。
　
公正取引委員会競争政策研究センター平成
30年
2月
15日付「人材と競争政策に関する検討会」報告書
　
拙稿「 『クールジャパン戦略』における製作委員会の法務と今後の展望」 （著作権情報センター「コピライト
N
o.669 」
2頁以下、
2
0
1
7年） 。
　
その成果は ロジャー・フィッシャー、ウィリアム・ユーリーによる共著「
G
E
T
T
IN
G
 T
O
 Y
E
S 」 （
1
9
8
1年。わ
が国では「ハーバード流交渉術」との邦題で
1
9
8
2年に出版） 、及び彼らを中心とする研究社によるいくつかの続編
ともいうべき著書により知ることができる。わが国においてもハーバード大学における成果を承継する一般社団法人交渉学協会（田村次朗理事長）の活動等によりそ 内容を知ることができる。筆者は同協会が試験により授与する交渉学認定プラクティショナーの第一期生である。
https://negotiaclub.com
/interview
.htm
l 。
　
本シンポジウム「マーケティング法の確立」 （金井高志教授）参照。
　
詳しくは、 「メジャーリーグの書かれざるルール」 （ポール・ディクソン著、水戸重之監訳。朝日新聞出版、
2
0
1
0年）
参照。
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